
第 5 章 投資評価とロードマップ策定：ERP 導入プロジェクトの計画 

ERP プロジェクトは、単なる IT システムの導入ではなく、企業の経営基盤を刷新する一

大投資です。この章では、その投資が企業にもたらす価値を最大化するために不可欠な、

コストの評価、費用対効果の分析、そして成功に向けた具体的な計画策定プロセスについ

て、詳細かつ網羅的に解説します。 

 

5.1 概算コスト見積もりと ERP 投資計画 

ERP プロジェクトの成功は、発生するすべてのコストを正確に把握し、現実的な投資

計画を策定することから始まります。コストを見積もる際は、初期費用と運用・保守費

用の両面から多角的に評価することが不可欠です。 

 

5.1.1 ERP ライセンス費、導入コンサルティング費、開発費、運用費、保守費の積算 

ERP 導入には、以下に示す多岐にわたる費用項目を正確に積算する必要がありま

す。これらの項目は相互に関連しており、一つの項目で発生した費用が他の項目に影

響を与えることがあります。 

 

• ERP ライセンス費: ERP パッケージを利用するための費用です。これは、ERP の

選定方式によって大きく異なります。 

o オンプレミスの場合: 買い切り型のライセンス費用となります。一度購入す

れば永続的に利用できますが、初期費用が高額になる傾向があります。利用

ユーザー数や、利用する機能モジュール（財務会計、生産管理、人事管理な

ど）の数に応じて費用が変動します。 

o クラウド（SaaS）の場合: 月額または年額のサブスクリプション費用となり

ます。ユーザー数、利用モジュール、データ量などに応じて費用が変動し、

ランニングコストとして計上されます。初期費用は抑えられますが、利用期

間が長くなるほど総コストは増加します。 

 

• 導入コンサルティング費: プロジェクトの成功を左右する重要な費用です。 

o 費用内容: 業務要件定義、Fit & Gap 分析、システム設計、開発支援、トレー

ニング、データ移行支援など、プロジェクト全体を支援するコンサルタント

の人件費が含まれます。 

o 変動要因: プロジェクトの複雑さ（業務範囲、拠点数など）、プロジェクト

期間、アサインされるコンサルタントのスキルレベル（シニアコンサルタン

ト、ジュニアコンサルタントなど）によって大きく変動します。 

 



• 開発費: ERP 標準機能では対応できないカスタマイズ開発、周辺システムとの連

携開発、データ移行プログラムの開発などにかかる費用です。 

o カスタマイズ: 業界特有の商習慣や独自の業務プロセスに対応するための開

発です。カスタマイズは導入コストとリスクを増大させるため、Fit to 

Standard（標準機能に合わせる）の原則を徹底し、最小限に抑えることが重

要です。 

o 連携開発: 営業部門の CRM や、製造現場の MES（製造実行システム）な

ど、ERP と周辺システムを連携させるための開発です。API 連携やバッチ連

携など、連携方式によって開発工数が異なります。 

o データ移行: 既存システムから新 ERP へデータを移行するためのプログラム

開発や、データクレンジング作業にかかる費用です。 

 

• 運用費: システム稼働後の日常的な運用にかかる費用です。 

o オンプレミスの場合: サーバーやネットワーク機器の電気代、通信費、シス

テムの監視・バックアップなどを行う IT 担当者の人件費が含まれます。 

o クラウドの場合: 多くの場合、月額利用料に含まれますが、利用量に応じた

従量課金が発生することもあります。 

 

• 保守費: システムの不具合対応や、法改正、税制改正に伴う改修など、稼働後に

システムを維持管理するための費用です。 

o オンプレミスの場合: ライセンス費用の 15%〜20%が年間保守費用として発

生することが一般的です。 

o クラウドの場合: 月額利用料に保守費用が含まれていることが一般的です

が、追加のサポートサービスは別途費用が発生することがあります。 

o これらの費用項目を詳細に積み上げることで、経営陣が投資判断を下すため

の客観的なデータを提供します。 

 

5.1.2 クラウド ERP 利用コストの試算 

• クラウド ERP は、従来のオンプレミスと異なり、コスト構造が大きく変化しま

す。試算にあたっては、以下の点を考慮する必要があります。 

 

• ユーザー数: クラウド ERP は、利用するユーザー数に応じた課金体系が一般的で

す。プロジェクトの初期段階だけでなく、将来的な組織拡大や事業展開によるユ

ーザー増加を見越した試算が必要です。 



• モジュールとエディション: 財務会計のみ、人事管理も、といったように、利用

する機能モジュールの数や、エディション（Standard, Enterprise など）によって

費用が加算される場合があります。 

• データ容量: データの蓄積量に応じて費用が変動する従量課金となる場合もあり

ます。過去データの移行量や、将来的なデータ蓄積量を正確に見積もることが重

要です。 

• 隠れたコスト: クラウド ERP は、オンプレミス ERP で発生するサーバー購入費や

保守費用が不要となるため、初期投資を大幅に抑えることが可能です。しかし、

API 連携にかかる費用、トレーニング費用、データ移行費用など、見落とされが

ちな隠れたコストも存在します。これらを正確に試算することで、予期せぬ予算

超過を防ぐことができます。 

 

5.1.3 TCO（総所有コスト）の評価 

ERP の投資判断は、初期費用だけで行うべきではありません。重要なのは、システ

ム稼働後も発生し続けるコストを含めた TCO（Total Cost of Ownership：総所有コス

ト）で評価することです。 

• TCO の構成要素: 

o 初期費用: 前述のライセンス費、導入コンサルティング費、開発費、データ

移行費用など。 

o ランニングコスト: 運用費、保守費、ライセンス更新費用、システム担当者

の人件費など。 

o その他: 従業員のトレーニング費用、ERP プロジェクトの内部管理費用な

ど。 

 

• 評価の目的: TCO を比較することで、初期費用は安くても、運用・保守費用が高

いといったパッケージごとの特性を正確に把握できます。例えば、ある ERP はラ

イセンス費用が安いが、カスタマイズが必要となり開発費がかさむ、別の ERP は

ライセンス費用は高いが、標準機能でほとんどの要件を満たす、といった違いを

TCO で比較することで、長期的な視点での最適な投資判断が可能になります。 

 

5.2 費用対効果分析（ROI）：ERP 導入のビジネスインパクト 

ERP 導入は、コストをかけるだけでなく、企業にどのようなビジネスインパクトをも

たらすかを評価する必要があります。そのための代表的な手法が ROI（Return On 

Investment：投資収益率）分析です。 

 



5.2.1 定量的・定性的な効果測定指標 

ROI を算出するためには、まず導入によって得られる効果（メリット）を明確にし

ます。効果は、金額で示せる定量的効果と、金額では示しにくい定性的効果に分けて

評価します。 

• 定量的効果: 

o コスト削減: 

▪ 手動作業の自動化による人件費削減（例：請求書発行業務の自動化によ

り、経理担当者の作業時間を月 100 時間削減）。 

▪ 在庫の適正化による在庫コスト削減（例：在庫回転率の向上により、年

間 2,000 万円の在庫削減）。 

▪ ペーパーレス化による印刷費用や郵送費用の削減。 

o 売上向上: 

▪ 在庫情報のリアルタイム共有による販売機会損失の低減。 

▪ 営業部門の効率化（例：CRM との連携によるリードタイム短縮）によ

る売上増加。 

o キャッシュフロー改善: 

▪ 月次決算の早期化による資金繰り改善。 

▪ 債権・債務管理の強化による回収期間短縮。 

• 定性的効果: 

o 情報活用: 

▪ リアルタイムな経営データの可視化による迅速な意思決定。 

▪ 部門横断的な情報共有による連携強化。 

o 業務改善: 

▪ 標準化されたプロセスによる業務品質の向上。 

▪ 従業員の生産性向上。 

▪ 従業員のストレス軽減やエンゲージメント向上。 

o リスク軽減: 

▪ データの正確性向上によるヒューマンエラーの削減。 

▪ セキュリティ強化による情報漏洩リスクの低減。 

▪ 内部統制の強化による不正リスクの低減。 

o 企業の競争力向上: 

▪ 新しいビジネスモデルへの対応能力向上。 

▪ 顧客満足度の向上。 

▪ 市場の変化への迅速な対応。 

 



これらの効果を具体的な指標（KPI）として定義し、導入前後の数値を比較できる

ように準備します。 

 

5.2.2 ROI 算出と投資判断 

ROI は、以下の計算式で算出します。 

ROI=投資額投資によって得られる利益−投資額×100 

この ROI がプラスであれば、投資は収益性があると判断できます。しかし、ERP プロ

ジェクトの ROI 算出は単純ではありません。 

• 効果の金額換算: 定量的な効果は金額に換算しやすいですが、定性的な効果を金

額に換算するのは困難です。無理に金額化せず、ROI 分析の補足情報として活用

します。例えば、「顧客満足度の向上」は直接的な金額に換算することは難しい

ですが、それが長期的なリピート率向上やブランド価値向上に繋がることを説明

します。 

• 期間設定: 導入効果はすぐに現れるものではなく、稼働後 1〜3 年かけて徐々に現

れることが一般的です。そのため、ROI は数年間の長期的な視点で算出します。 

• リスクと不確実性の考慮: ROI 分析には、プロジェクトが計画通りに進むという前

提が含まれます。しかし、現実には様々なリスクが存在するため、リスクが顕在

化した場合の ROI への影響も考慮する必要があります。例えば、スケジュール遅

延によるコスト増加や、従業員の抵抗による効果の半減などを想定したシナリオ

分析を行います。 

• 最終的な投資判断は、算出された ROI だけでなく、定性的な効果や事業戦略との

整合性も考慮して総合的に行います。 

 

5.2.3 リスクと不確実性の評価 

ERP 導入プロジェクトには、様々なリスクが伴います。これらのリスクを事前に特

定し、管理することが、プロジェクト成功の鍵となります。 

• 技術的リスク: 

o システム不具合: 稼働後のシステム障害、パフォーマンス不足など。 

o セキュリティリスク: データの情報漏洩、不正アクセスなど。 

o 連携リスク: 周辺システムとの連携がうまくいかない、データ連携が遅延す

るなど。 

• プロジェクト管理リスク: 

o スケジュール遅延: 要件定義の長期化、開発工数の見込み違いなど。 

o 予算超過: 要件の追加、予期せぬカスタマイズ発生など。 

o スコープクリープ: プロジェクト中に次々と要件が追加され、範囲が拡大す

ること。 



• 組織的リスク: 

o チェンジマネジメントの失敗: 業務プロセス変更への従業員の抵抗、導入後

の利用定着が進まないなど。 

o 人材リスク: 内部のプロジェクトメンバーやベンダー担当者が離脱する、必

要なスキルを持つ人材が不足する。 

o コミュニケーション不足: 経営層、IT 部門、業務部門、ベンダー間のコミュ

ニケーションが不足し、認識のズレが生じる。 

 

これらのリスクを事前に洗い出し、リスクマネジメント計画を策定します。不確実

性が高い場合は、リスクを回避または軽減するための代替案も準備しておく必要があ

ります。 

 

5.3 ロードマップの策定とフェーズ分け：段階的な ERP 導入 

ERP 導入プロジェクトは、一気にすべてを導入するのではなく、段階的に進めること

が一般的です。これにより、組織の負荷を軽減し、成功体験を積み重ねながらプロジェ

クトを進めることができます。この全体像を明確にした計画がロードマップです。 

 

5.3.1 短期、中期、長期のステップ 

ロードマップは、通常、以下のようなフェーズに分けます。 

• 短期（フェーズ 1）: 「クイックウィン」を狙うフェーズです。 

o 目的: 経営に必須となるコア機能に絞り、短期間での稼働を目指します。 

o 対象モジュール: 財務会計、販売管理など、企業活動の根幹をなすモジュー

ル。 

o 効果: 最も大きな業務改善効果やコスト削減効果が見込める部分から着手す

ることで、早期にプロジェクトの成果を出し、社内の導入機運を高めます。 

• 中期（フェーズ 2）: 「業務効率化」を追求するフェーズです。 

o 目的: 次のステップとして、周辺業務の効率化を図ります。 

o 対象モジュール: 生産管理、SCM、人事給与など。 

o 効果: ERP のコア機能との連携を深めることで、部門横断的な業務プロセス

の改善を進めます。 

• 長期（フェーズ 3）: 「経営高度化」を目指すフェーズです。 

o 目的: ERP に蓄積されたデータを活用し、経営の高度化を図ります。 

o 対象機能: BI ツール導入、AI/ML 基盤連携、新たな事業部門への展開など。 

o 効果: ERP を単なる業務システムとしてだけでなく、データドリブンな意思

決定や新たなビジネス価値を創出するための戦略的なプラットフォームへと

進化させます。 



このように段階的に導入することで、組織の負荷を軽減し、成功体験を積み重ねな

がらプロジェクトを進めることができます。 

 

5.3.2 優先順位付けと依存関係 

ロードマップの各ステップを定義する際には、優先順位付けと依存関係を明確にし

ます。 

• 優先順位付け: 

o 経営目標との整合性: 経営層や各部門のキーユーザーと議論し、「どの機能

を優先的に導入すべきか」を決定します。ROI が高い機能、または業務上の

ボトルネックを解消する機能は優先度が高くなります。 

o 緊急性: 法改正への対応など、緊急性が高い要件も優先度が高くなります。 

• 依存関係: 

o 「生産管理モジュールの導入には、まず販売管理モジュールが稼働している

必要がある」といった依存関係を整理します。これにより、プロジェクトの

実行順序が明確になり、手戻りを防ぎます。 

 

5.3.3 アジャイル開発との連携 

従来のウォーターフォール型開発では、要件定義から導入までを一気に行います

が、ビジネス環境の変化が激しい現代では、アジャイル開発の考え方を取り入れるこ

とも有効です。 

• ウォーターフォール: 

o 特徴: 計画通りに確実にプロジェクトを進めたい場合に適しています。要件

を厳密に定義し、各フェーズを順番に進めます。 

o メリット: スケジュールや予算を管理しやすく、大規模で複雑なプロジェク

トに向いています。 

• アジャイル: 

o 特徴: 計画を柔軟に変更し、市場やビジネスの変化に迅速に対応したい場合

に適しています。短期間の反復（イテレーション）を通じて、少しずつ機能

を開発・リリースします。 

o メリット: ビジネスの変化に柔軟に対応でき、ユーザーからのフィードバッ

クを早期に得ることができます。 

 

ERP 導入においても、コア機能はウォーターフォールで進め、周辺機能や新規開発

部分はアジャイルで進めるなど、ハイブリッドなアプローチも可能です。これによ

り、ERP の安定性とビジネスの柔軟性を両立させることができます。 

 



5.4 プロジェクト推進体制とガバナンス：ERP プロジェクトの成功要因 

ERP プロジェクトは、IT 部門だけでなく、全社を巻き込む一大プロジェクトです。そ

のため、強固な推進体制とガバナンス（統治）の仕組みを構築することが成功の鍵とな

ります。 

 

5.4.1 体制構築と役割分担 

プロジェクト体制は、一般的に以下の役割で構成されます。 

• プロジェクトオーナー: 

o 役割: 経営層から選出され、プロジェクトの最終的な意思決定者となりま

す。プロジェクトの目的と方向性を明確にし、プロジェクトへのリソース配

分を決定する責任を持ちます。 

• プロジェクトマネージャー: 

o 役割: プロジェクトの計画、実行、管理を担う中心的な役割です。予算、ス

ケジュール、品質、リスクを管理し、関係者間の調整を行います。 

• プロジェクトチーム: 

o 業務メンバー（キーユーザー）: 各業務部門から選出され、業務要件の定

義、新業務プロセスへの移行、システムテスト、トレーニングを支援しま

す。プロジェクトの成功には、このメンバーの主体的な関与が不可欠です。 

o IT メンバー: システム設計、開発、運用を担当します。技術的な観点からプ

ロジェクトを支援します。 

• ベンダー/コンサルタント: 

o 役割: ERP の専門的な知識と豊富な導入経験を提供し、プロジェクトを技術

面、計画面で支援します。 

 

この体制で、各メンバーの役割と責任を明確に定義し、責任範囲を文書化すること

で、プロジェクト中の混乱を防ぎます。 

 

5.4.2 意思決定プロセスと報告体制 

• 意思決定プロセス: 

o プロジェクト中に発生する様々な課題に対し、誰が、どのようなプロセスで

意思決定を行うかを明確にします。例えば、プロジェクトチーム内で解決で

きない課題は、定期開催されるプロジェクト推進委員会で議論し、プロジェ

クトオーナーが最終決定を下す、といった仕組みを構築します。これによ

り、迅速かつ適切な意思決定が可能になります。 

• 報告体制: 



o プロジェクトの進捗、課題、リスクなどを、経営層や関係者に定期的に報告

する仕組みを構築します。これにより、プロジェクトの透明性を確保し、関

係者の理解と協力を得やすくなります。報告は、定例会議や進捗レポートな

ど、形式を決めて行います。 

 

5.4.3 リスクマネジメント計画 

プロジェクトには常にリスクが伴います。事前にリスクを特定し、その影響度と発

生確率を評価。リスクへの対策（回避、軽減、転嫁、受容）を策定します。 

• リスクの特定: プロジェクトの各フェーズで発生しうるリスクを洗い出します。 

• リスクの評価: 洗い出したリスクについて、発生確率（高い、中、低い）と影響

度（大、中、小）を評価し、優先順位を付けます。 

• リスク対策の策定: 優先度の高いリスクに対して、具体的な対策を策定します。 

o 回避: リスクを根本的に取り除く（例：特定の機能要件を削除する）。 

o 軽減: リスクの発生確率や影響を減らす（例：データ移行の遅延リスクに対

し、予備日を設定する）。 

o 転嫁: リスクを第三者（例：保険会社、ベンダー）に移転する。 

o 受容: リスクの発生を許容し、何も対策を講じない。 

• コンティンジェンシープラン: リスクが顕在化した場合の対応策（例：システム

がダウンした場合の代替手順）も準備しておきます。 

 

このように、ERP プロジェクトは、計画段階で費用対効果を厳密に評価し、段階的

な導入ロードマップを策定し、全社的な推進体制を構築することが、成功に向けた不

可欠なステップとなります。 

 

5.5 ERP 導入後の運用・保守と継続的改善 

ERP プロジェクトは、新システムが稼働した時点で終わりではありません。むしろ、

そこからが新たなスタートです。導入後の運用・保守体制を確立し、継続的な改善を図

ることで、投資効果を長期的に最大化することができます。 

 

5.5.1 運用・保守体制の確立 

システムを安定的に運用するためには、以下のような体制を構築します。 

• ヘルプデスク・問い合わせ窓口: 従業員からのシステムに関する問い合わせに対

応する窓口を設置します。 

• 障害対応体制: システム障害が発生した場合の連絡体制、対応手順、責任範囲を

明確に定めます。 



• システム監視: サーバーの稼働状況、CPU 使用率、メモリ使用率などを常時監視

し、問題の兆候を早期に発見します。 

• バックアップ・リカバリ: データ損失に備え、定期的なバックアップと、障害発

生時のデータ復旧手順を確立します。 

• 法改正対応: 税制改正や法令改正など、システム改修が必要な要件に迅速に対応

できる体制を構築します。 

 

5.5.2 継続的改善（Kaizen）の重要性 

ERP は、一度導入したら終わりではなく、ビジネス環境の変化に合わせて常に進化

させていく必要があります。 

• 効果測定: 稼働後、事前に設定した KPI（定量的・定性的効果）を定期的に測定

し、導入効果を検証します。 

• 改善活動: KPI の測定結果に基づき、新たな改善活動を行います。例えば、「在庫

回転率が目標値に達していない」場合は、原因を分析し、在庫管理プロセスの見

直しや、新たなレポートの追加などを検討します。 

• 追加機能導入: 新たな事業戦略やニーズに合わせて、ERP の追加モジュールを導

入したり、周辺システムとの連携を強化したりします。 

 

国内製造業の事例では、ERP 稼働後も、月に一度「ERP 継続改善委員会」を立ち上

げました。この委員会では、各部門のキーユーザーが、業務効率化やデータ活用のア

イデアを定期的に持ち寄り、改善活動を継続的に行っています。これにより、ERP が

単なる管理ツールではなく、業務改革を推進するプラットフォームとして機能し続け

ています。 

 

5.6 ユーザー教育とチェンジマネジメント：導入効果を最大化する鍵 

ERP 導入の成否は、システムの技術的な完成度だけでなく、従業員が新システムを使

いこなし、新しい業務プロセスに順応できるかにかかっています。そのため、ユーザー

教育とチェンジマネジメントは、プロジェクト計画の最も重要な要素の一つです。 

 

5.6.1 ユーザー教育プログラムの設計 

• 目的: 従業員が新システムの操作方法を習得し、新しい業務プロセスを理解できる

よう支援します。 

• 対象者: 経営層、各業務部門のキーユーザー、一般ユーザーなど、すべての関係者

を対象とします。 

• プログラムの内容: 



o 座学: 新 ERP 導入の目的、新業務プロセスの全体像、システムの基本操作など

を学びます。 

o ハンズオン研修: 実際のシステム画面を操作しながら、自分の業務に関連する

機能を実践的に学びます。 

o e-ラーニング: 時間や場所に縛られずに学習できる e-ラーニング教材を提供し

ます。 

o マニュアル作成: 分かりやすい操作マニュアルや FAQ（よくある質問）を作成

し、従業員がいつでも参照できるようにします。 

• タイミング: トレーニングは、システム稼働直前に行うのが一般的ですが、新しい

業務プロセスへの理解を深めるため、要件定義フェーズから段階的に開始すること

も有効です。 

 

5.6.2 チェンジマネジメントの実施 

チェンジマネジメントとは、組織の変化を円滑に進めるための活動です。ERP 導入

におけるチェンジマネジメントは、従業員の不安や抵抗感を和らげ、新しいシステム

への移行を成功させることを目的とします。 

• コミュニケーションの徹底: 

o プロジェクトの目的、メリット、スケジュールなどを、社内報やイントラネ

ット、説明会などを通じて定期的に発信します。 

o なぜ変わるのか、変わることで何が良くなるのかを具体的に伝え、従業員の

理解と協力を促します。 

• 巻き込み: 

o 各部門のキーユーザーをプロジェクトチームに参画させ、業務プロセスの設

計に主体的に関わってもらいます。 

o これにより、「やらされ感」ではなく、「自分たちで創る」という意識が芽

生え、導入後の利用定着率が向上します。 

• フィードバックの仕組み: 

o 従業員からの意見や懸念を収集するための仕組み（例：匿名で投稿できるツ

ール、定期的な意見交換会）を設置します。 

o 集まったフィードバックに対し、迅速かつ誠実に対応することで、従業員の

信頼を獲得します。 

 

国内製造業の事例では、新 ERP 導入に伴い、製造現場の担当者向けに、タブレット

端末を使った簡単な操作デモを事前に体験してもらうワークショップを開催しまし

た。これにより、当初は変化に抵抗感を示していた現場の従業員が、新システムの利

便性を体感し、導入に前向きな姿勢に変わりました。 



 

5.7 まとめ：ERP 導入プロジェクトの成功に向けた最終チェックリスト 

ERP プロジェクトは、複雑で多岐にわたる活動から成り立っています。プロジェクト

の成功に向けて、最後に以下のチェックリストを確認します。 

• 投資計画の妥当性: 

o TCO を正確に試算し、初期費用だけでなく、長期的なコストも考慮している

か？ 

o ROI 分析を通じて、定量的・定性的な効果を明確にしているか？ 

o 経営陣が投資判断を下すための客観的なデータが揃っているか？ 

• ロードマップの実現可能性: 

o 無理のない現実的なフェーズ分けとなっているか？ 

o 優先順位と依存関係が明確になっているか？ 

o 市場やビジネス環境の変化に対応できる柔軟性があるか？ 

• 推進体制の実行力: 

o 経営層のコミットメントは十分か？ 

o プロジェクトオーナー、プロジェクトマネージャー、キーユーザーの役割と

責任は明確か？ 

o プロジェクト中の意思決定プロセスはスムーズか？ 

• リスクマネジメント: 

o プロジェクトに潜む主要なリスクを特定し、対策を講じているか？ 

o チェンジマネジメント計画は、従業員の不安や抵抗感を和らげるために十分

な内容か？ 

• アフターフォロー: 

o 稼働後の運用・保守体制は確立されているか？ 

o 継続的な改善活動を行う仕組みは構築されているか？ 

 

これらの項目を一つひとつ確認することで、ERP 導入プロジェクトを単なるシステ

ム入れ替えで終わらせず、企業の成長を力強く支える戦略的な変革へと導くことがで

きます。 


